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平成 27年度（2015年度）第 2回宝塚市人権審議会 会議録 

 

１ 開催日時    平成 27年（2015年）11月 17日(火) 午後 2時～4時 

 

２ 開催場所    水道局３階 第一会議室 

 

３ 出席者     委  員 21名中 17名出席 

                 

職  員 13名出席 

 

４ 議  題  （１）「性的マイノリティ」の現状と課題に関する問題提起及び意見交換 

（２）その他の人権問題に関する意見交換 

（３）その他 

 

 

５ 内  容 

 

事務局 

 

 

事務局 

 

 

 

事務局 

 

 

会長 

 

 

事務局 

 

会長 

 

 

 

 

定刻になりましたので、ただ今から平成 27 年度（2015 年度）第 2 回宝

塚市人権審議会を開催いたします。 

 

本日の委員出席者数は 17 名で、定数 21 名の過半数を超えており宝塚市

人権審議会規則第 6 条第 2 項の規定により、会議が成立しておりますこと

を報告します。 

 

これ以降の議事進行につきましては規則に基づきまして会長にお願いい

たします。 

 

あいさつ  

傍聴希望者はありますか。 

 

本日の傍聴希望者はありません。 

 

ただ今から、議事に入ります。はじめに前回の審議会で意見がありまし

た性的マイノリティに関する議員研修について事務局から報告をお願いし

ます。 
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事務局 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回の審議会で議員の性的マイノリティに関する研修が必要ではないか

とご意見がありました。このことについて、7月 30日に議会事務局に伝え

たところ、人権研修の一つとして性的マイノリティに関する研修を行うと

いうことになり、現在日程の調整をされています。 

 

それでは議事に入っていきます。 

本日のテーマは性的マイノリティの人権問題と、その他の人権問題です。 

まず委員に性的マイノリティに関する問題提起をしていただきます。 

 

国連が性的マイノリティのことを人権課題として明確にしたのは最近で

は 2011 年の 12 月ジュネーブで行われた国連人権委員会です。諸外国では

差別だけでなく迫害、拷問、殺害が行われており、これらを阻止しないと

いけないという流れになっています。日本は国連から再三国内法の整備が

遅れていると勧告を受けてきました。今では法務省だけでなく内閣府や厚

生労働省、文部科学省など関係省庁にも動きが出てきています。 

マスメディアにおけるＬＧＢＴの扱いにおいては、バラエティ番組と社

会面でのギャップがあります。お笑いタレントの印象が強くそれが話題に

なり市民権を得たという人もいますが、笑われる対象となっただけで市民

権を持ったとは言えません。 

また、大きい自治体の長によるネガティブな発言は全国に流れ、それが

多くの当事者達を傷つけることになります。 

最近は渋谷区や世田谷区の同性パートナーの認証など華やかなことが話

題になっていますが、そういった場面だけに注目が集まると、実際に生き

づらさを感じている人の状況は改善されません。 

 ＬＧＢＴの方の精神状態はよくないと言われており、40％の人が抑鬱傾

向を抱えており、これは他の集団の 2倍だと言われています。10代から 30

代の人で見れば、親にカミングアウトしている人は 15％前後で、年齢が上

がれば 10％にも満たなくなります。 

以前、教員研修に伺い、研修を受けていただいた先生からＬＧＢＴに関す

るメールをいただきました。 

結婚して子どももいる当事者の方からは怖くて研修に行けない、また、

ある女性教員からは、教員が当事者であると学校側は想定していないと思

う。そういった環境の中で絶対に知られまいとして生きた。研修の中で映

像をみて、他の先生は子どもの境遇に涙していたが、その人は自分の生い

立ちと被り涙しました。などといったメールをいただきました。 

同性愛の男性と性同一性障害は分けて考えないといけませんが、似たよ
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うな学齢期を過ごしています。二人に一人は学校でいじめ被害にあってい

ます。10代のゲイ男性の 5人に 1人、性同一性障害の人は 3人に 1人が不

登校です。 

10 代のゲイ男性の 18％、性同一性障害の人は 15％の人が自傷行為をし

ています。首都圏の男子中高生の自傷行為率は 7.5％であり、当事者の方は

2倍以上の数値となっております。 

また、6 割、7 割の人は自殺を考えたことがあり、自殺未遂率も 15％あ

ります。異性愛者の男性に比べると同性愛者の男性は 6 倍自殺未遂率が高

いこともわかっています。 

また、カミングアウトの人数が増えれば増えるほど自殺未遂リスクが上

がる事もわかっています。これは信用している人だと思いカミングアウト

したが、その人が他の人に喋ることで職場全員が知っていた等、人間関係

を改善しようとカミングアウトしたら結果的に悪化してしまうケースがあ

るからです。 

文部科学省の通知を受けて学校側も動き出しまたが、これは今、生き延

びた当事者の人が教えてくださったことであり、きちんと現在の学齢期の

子どものために対策をしていくことが大切です。 

では大人の状況はどうなのかというと、ＯＥＣＤ加盟 34カ国中、労働分

野におけるＬＧＢＴ差別を禁止する法律がない国は、日本・韓国・トルコ

の 3 か国です。最近ではやっと、福利厚生で男女のカップルと同等の保証

を同性カップルへの適応、同性の結婚祝い金制度の創設、病院での面会、

携帯電話の家族割引、生命保険の受取人になれるようになるなど、ＬＧＢ

Ｔの方が生活しやすい環境作りへの取組が始まりました。とは言え、仕事

をする上でも様々な困難があります。同性愛の方に関しては黙っていれば

わかりませんが、社内規定に差別禁止の明記がないことや、ある一定の年

齢になれば結婚を促されるかもしれないといったことにおびえて生きてい

る人もいます。性同一性障害の方に関しては、見た目と性別が異なること

や、お金を貯めて性転換手術を行う際に休暇がとれるのかといった問題が

あります。 

異性の場合の婚姻届には様々な社会的効力があります。それに近い同性

パートナーシップを認めることが、人権の配慮になるという考えがあり、

現在同性のパートナーシップがこれだけ取り上げられていると思います。 

世の中ではなんとなく支援する流れになっていますが、実際の教育現場で

は支援するといった流れが全てではありません。多くの子はたくさん辛い

思いをしています。また、それを親の視点から見ることも大切だと思いま

す。 
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会長 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

今の国の教育に関する動きで言えば、今の文科大臣は性同一性障害の特

例法を通す時に関心のあった人で、これからオリンピックもありなにかし

らの動きがあると思います。 

また、地方の取組としては宝塚市もそうですが、横浜市も当事者団体と

協力して相談窓口を設けたり、各自治体の議員から議会で性的マイノリテ

ィに関する質問が出たりと様々な自治体で動きが見受けられます。 

 

ありがとうございました。 

それでは意見交換を行いたいと思います。 

 

つい先日、被差別部落に関する学習会がありまして、その参加者の中に

トランスジェンダーの方がおり、「辛い、生きづらい」とおっしゃっていま

した。どんな場であれカミングアウトするというのはとてもしんどい様子

でした。いろんな方と交流しているうちに、ふとした言葉で傷つけてしま

うかもしれないという不安があります。知らない、知識がないことによっ

て不安に感じることもありますので、こういった学習会を続けていって欲

しいと思います。 

相談窓口はいいと思いますが、相談したものの相談員からの不用意な言

葉で傷ついてしまう二次被害が起こる可能性もありますので、しっかりと

学習をつんでやっていただきたいと思います。 

 

先日ＬＧＢＴをテーマに人権研修を行いました。ＬＧＢＴに関して知っ

ておられる方もおられましたが、ＬＧＢＴという言葉を全く知らない方も

いらっしゃいました。 

全く知らない人の中にはＬＧＢＴの言葉の意味を知った時点で学習を拒

否される方もおり、そういった人たちにＬＧＢＴについて知ってもらうに

はどういった切り口でやればいいでしょうか？ 

 

１年半ほど前まで教員をしておりました。以前いた学校の高校３年生の

生徒から結婚について人権に絡んだ講演をしてほしいと依頼を受けＬＧ

ＢＴについての話もしました。多様性にとんだ学校でしたが、皆素直に受

け入れてくれました。柔らかい心を持っている子どものうちに教えてあげ

ると受け止める力があると思います。また、同じ学校の話ですが、スカー

トが嫌だという女の子がおり、女の子でもズボンを履けるようになりまし

た。研修などをして私達が学ぶことももちろん大切だと思いますが、当事

者の子どもたちは日々悩んでいるので具体的な対応を急がないといけな
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委員 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

事務局 

 

 

いと思います。 

また、最近男女のトイレが離れている小学校がありますが、トイレで悩

んでいる小学生はどうすればいいのか疑問に思いました。 

 

トイレの対策については後程、市から説明していただきます。 

 

今の社会は男性の文化、女性の文化と分けすぎていると思います。多様

性を受け入れる文化があればこれほど大きな問題にならないと思います。

男女で２分割する文化ではなく、誰もが使いやすいユニバーサルデザイン

を考えていくことが大切だと思います。 

 

学齢期のＬＧＢＴの子どもがしんどい思いをするのは、何事に関しても

男女で分けすぎているという要因もあると思います。長期的には男女のカ

テゴリーが本当に必要なのかを精査していくことと、当事者の子ども達へ

の支援、両方が必要だと思います。パートナーシップなどの取組は必要だ

と思いますが、結婚する権利を言うときに、性別を条件にするのがおかし

いのではないかという視点をもっていくことが大切だと思います。 

 

今、学校現場では文部科学省の通知があり、ＬＧＢＴについての研修が

実施され、大きく前進しました。職場内で「オネエ、オカマ」といった言

葉が飛び交う職場であれば当事者の生徒達が相談しづらくなってしまいま

す。生徒達が悩んでいることを素直に相談できる職場づくりをしていきた

いと思っております。 

 

この間、アメリカのある州で同性の婚姻が認められたというニュースが

ありましたが、その州の法律がどのように変わったのでしょうか？ 

また、日本の婚姻に関する法律は子孫を残す思想からできているのか、そ

れとも別の思想からできているのか、そのあたりのことと今回のＬＧＢＴ

とどうかかわりがあるかお教えてください。 

 

いくつかの質問をいただきました。その中でトイレ、制服などに関する

ご質問がありました。何か市の施策があればお答えください。 

 

学校現場で男女のカテゴリー分けが強すぎるのではないかといったご意

見をいただき、おっしゃる通りだと思います。宝塚市においては人権教育

を大事にする観点から、男女に関しては平等・公正に扱うよう取組んでま
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委員  

 

委員 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

委員 

 

 

 

 

いりました。小学校の段階においては男女の区別を出来るだけ減らしてま

いりましたが、しかし中学生・思春期となり周りからみて男女の差がはっ

きり出てくる中、教育現場でどう取り組んでいくのか悩んでいます。スカ

ートの問題については、宝塚市内の学校でスカートではなくズボンを履き

たいと希望した生徒もいます。それについては本人や周りの生徒に充分説

明した上で取組んでおります。またトイレに関しては、男女の区別なくだ

れでも自由に使えるトイレを設置していく予定です。 

 

委員よろしければ皆様の質問にお答えください 

 

聞きたくないとおっしゃてる方はどういった状況でしょうか？ 

 

身近にカミングアウトされた方がいて、それを全く聞こうとしない状況

です。 

 

例えですが、たばこの禁煙教育をする際に、「絶対禁煙しない」「そろそ

ろしないといけないかな」「この秋に禁煙します」と色々な人がいます。そ

の中で興味のない方にエネルギーを使うより、少しでもやる気のある方の

ほうに働きかけた方が効果あります。どのテーマでも絶対無理と言う方は

いらっしゃるので、そこにエネルギーを使うより、違う層に働きかけた方

がいいと思います。また、聞きたくないといってもそういう集団が気持ち

悪く聞きたくないと思っているのか、身近にそういった方がいてそれを受

け入れられず葛藤しているため聞きたくないのかで異なると思います。 

 

アメリカは現在特定の州でなく全米で同性同士の結婚が出来るようにな

っています。また、差別的業者はホワイトハウスに出入りできないといっ

た取組もやっています。 

 

日本の法律は同性婚を認める思想でできているのか、そうでないのかど

ちらでしょう？ 

 

現在の婚姻に関する民法は男女の平等が認識されておらず、個人と個人

の思想ではなく、家と家の付き合いで結婚していた時代に作られたもので

あり、当然その時は性的マイノリティのことは考えられてなかったと思い

ます。 
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委員 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

会長 

 

 

委員 

 

 

委員 

 

 

会長 

 

 

 

事務局 

 

会長 

 

 

事務局 

 

会長 

 

委員 

 

 

事務局 

 

今、同性同士の結婚がダメと言われるのは、憲法で両性の合意にのみと

あるからです。性の多様性を考えたときに、その両性の部分を男性女性で

はなく、二人いれば両性と読み替えすれば同性婚は可能だと思います。ま

た憲法からは子孫を残すことを前提としているとは読み取れないと思いま

す。 

 

思想というのは私達が作るものだと思います。これから私達がどういっ

た世の中を作りたいかが大切だと思います。 

 

この審議会は行政に反映してもらうものです。特にそういう面でやって

欲しいことはありますか？ 

 

カミングアウトはすごいエネルギーが必要なことなので初めから、スカ

ートかズボンを選べるようにしてはいかがでしょうか？ 

 

道徳の教材の中で「好きな異性がいるのは自然な事」といった一文があ

り、先生にはこれについてしっかりとフォローをしてほしいです。 

 

誰もが使える物って素晴らしいと思います。 

それでは市の方から性的マイノリティの取組について説明をお願いいた

します。 

 

本市における性的マイノリティに関する取組について説明 

 

それでは市の方からその他の人権問題について説明をお願いいたしま

す。 

 

資料に基づき説明 

 

それでは相談業務に関するご意見をお願いいたします。 

 

子ども家庭なんでも相談、悩みの電話相談、子どもの権利サポート委員

会事業と３つの電話相談がありますが、違いはなんでしょうか？ 

 

子ども家庭なんでも相談については、0～18歳の子育て相談をお受けして

おります。主に子どもからでなく保護者方からの相談や、近隣の方からの
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

委員 

 

 

 

委員 

虐待通報の電話を受ける窓口となっております。 

 

悩みの電話相談は24時間体制で子どもからの相談を受ける電話相談とな

っております。 

 

子どもの権利サポート委員会事業は子どもからの相談を受け、相談だけ

でなく調査、勧告が出来るようにとできた制度です。相談員の上に委員会

があり、弁護士の方、大学の先生と連携を取りながら、他の機関とも協力

しております。 

 

悩みの電話相談と子どもの権利サポート委員会事業は似たような感じで

しょうか？ 

 

違いとしましては、悩みの電話相談は電話相談だけですが、子どもの権

利サポート委員会事業は、実際に子どもの話を聞いて一緒に学校に行ける

など、動ける機関となっております。 

 

子どもからしたらどこに電話したらいいのかわからないので、ここにさ

え電話すればいいというものを作った方が良いと思います。 

 

悩みの電話相談と子どもの権利サポート委員会事業の違いに関しまして

は、どちらも子どもからの悩みを受ける点では同じと言えます。児童虐待

でしたら家庭児童相談室が担当しており、悩みの電話相談になります。子

どもの権利サポート委員会事業に関しては、児童虐待についてもお聞きし

ますし、いじめ・体罰も取り扱っております。しかし、児童虐待について

はより専門的な機関である家庭児童相談室におつなぎしております。相談

を受けるチャンネルが２つありますが、連携を取り合っております。 

 

子どもはどこにかければいいかわかりにくいこともあると思うので、電

話があった時はしっかりと担当部署に回してください。 

 

子どもからしたらたくさん電話番号があっても悩むので、なにかあれば

ここに電話するという番号を１つにした方が相談件数も伸びると思いま

す。 

 

子どもがかけやすいのが重要であり電話相談は１本化し、どこに分ける
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かは行政の仕事だと思います。 

 

話し中で取れなかった電話の件数はカウントしていますか？ 

 

子ども家庭なんでも相談に関しては、話中で取れなかったということは

ないと考えております。悩みの電話相談に関しては、話中で取れなかった

こともあろうかと思いますが、現在はカウントしておりません。 

 

国がやっている寄り添いホットラインについては取れなかった件数もカ

ウントできるようになっています。 

現在の件数の推移は横ばいですが、市はこれを増やそうとしています

か？それとも横ばいなら良いとお考えですか？ 

件数が増加しないのは問題が起こってないからと、周知の方法が悪いか

らというのが考えられますが、市はどうのようにお考えですか？ 

 

悩みの電話相談の周知については２年前に市内全ての小中学生にダイヤ

ルカードを配布しております。そのあとは新しく入ってきた小学一年生に

のみ配布しております。今年度からは紙でできているダイヤルカードでは

なく、ある程度一定期間使っていただける定規の配布を考えています。 

 

これから相談件数を増やしていくつもりなら、明確に増やすという意思

をもって取組んでいくことが必要だと思います。 

 

小学１年生の時に配られ、多くの子どもがつけている防犯ブザーに電話

番号の書いてあるシールを張ってはどうでしょう？ 

 

相談窓口を増やして、ちゃんと子どもからかかってきた電話を市役所内

の横のつながりでつなげているのでしょうか？どこかで途切れてしまうこ

とがないかが心配です。 

行動計画にはもっとたくさんのデータがありましたが、本日の資料には

一部の数字しかありません。どういう基準で整理されたのでしょうか？ 

相談件数について、１つのケースで３回電話ということがあると思いま

すが、どのようなカウントをしているのでしょうか？ 

 

異文化間生活相談事業では、同じ方が２回相談にこられた場合は２件の

相談としてカウントさせていただいています。稀ではございますが、先に
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日本人の方が来て大まかな筋を話した後に外国人の方がこられた場合など

も２回としてカウントしております。 

 

子ども家庭何でも相談では、お一人の方から一つのケースで 2 回 3 回と

お電話があった場合も１件の電話としてカウントしております。悩みの電

話相談につきましては、単発での相談が多いため、稀に 2 回 3 回と同じ相

談がありますが、１回の電話で１件とカウントしております。 

 

住んでいる町がどういう町か知るためにはデータを把握していく必要が

あると思います。市民からデータを聞かれた際にはしっかりと答えられる

ような仕組みが必要だと思います。また正確にデータを把握するためには、

相談件数の場合、１つのケースなのか、それとも１回の電話の件数なのか

市役所で統一して両方示した方がいいと思います。 

 

その観点はとても大切なものだとは思いますが、今回の資料は相談業務

に限定してお示しさせていただきました。 

今後データをお出しするとしましても、全ての事業となりますと 150～

200の事業がございますので、どんなやり方がいいのかも含めて研究・検討

してまいりたいと思います。 

 

こういう相談業務については、潜在的なものを引き出していくのが重要

だと思います。基本的な広報としては広報たからづかや、ホームページだ

と思いますが、今後新たな周知方法は何か考えておられますか？ 

 

子どもの権利サポート委員会事業では、26 年度にはダイヤルカードの設

置や配布をし、27 年度にはポスターやリーフレットを作りました。また学

年を指定して啓発グッズの配布も行いたいと思います。 

 

異文化間生活相談事業については昨年度の審議会にて国際文化センター

だけでの相談ではなく、出前相談をしてはどうかというご意見をいただき

関係各所と協議いたしましたが、今の所実現には至っておりません。その

他の広報といたしましては、市民の方の目に留まるように、市内掲示板に

チラシを張りました。 

 

人権相談につきましては、毎年 6月と 12月に街頭啓発を行っております。

その際に相談用の電話番号が入ったティッシュなどの配布も充実させてい
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きたいと考えております。 

 

国の政策としては高齢者の社会参画を促しておりますが、その運用面に

ついては各地方自治体に任せられております。宝塚市としてはどのように

運用していくおつもりでしょうか？ 

 

介護予防や地域包括ケアシステムということで、すみれ園と地域で安心

して生活できるようにという動きがあります。制度の話になりますが、介

護予防サービスにつきましては、今までは国からの一律の報酬でもってサ

ービスをおこなっておりましたが、それを今度はそういった個々のアプロ

ーチではなくて、地域の中でも予防を構築していきたいと考えております。 

その中で一律のサービス以外に市独自のサービスとして、地域の中でで

きる事はなんだろうかということを考えております。例えば認知症がある

一人暮らしの方で朝、晩の見守りにつきましては、特に介護保険事業所の

専門のヘルパーさんが行かなくとも、地域の民生委員さんや自治体単位で

見守るということもできるのではと考えております。今まではインフォー

マルな地域のごみ捨ての援助等はございましたが、今後は地域の特性に合

わせてフォーマルな部分で構築していこうとしております。 

 

現在構築している途中だとの事ですが、それには現場の声が反映されて

いるのでしょうか？ 

 

今年の 6 月から 8 月にかけて軽度の要支援認定者については地域の中で

支え合うことが出来ないかということで、デイサービスの事業者、ヘルパ

ーのグループ、包括支援センターのスタッフ及びケアマネージャーの方に

アンケート調査を実施しました。他には地域でサロンなどを運用している

方にもアンケート調査を実施し地域の介護の実態把握に努めております。 

 

地域での要支援認定者の支援について結構なお話しだと思いますが、現

実的には難しいところがあると思います。私が把握しているケースでは、

体は元気ですが認知症を患っており、家族が少し目を離したうちに外出す

ることもあり、一日中見守るのは難しい状況です。これからこういった認

知症の方が増えてくると言われている中で、本当に地域で見守れるのかと

いう疑問があります。どこまで地域で見守るのかというマニュアル作りの

際にはしっかり現場を知った上でやっていただきたいと思います。 
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会長 

昨年度の審議会で、在日の子ども達の本名使用の数について把握し、報

告してくださいと前委員からお願いいたしましたが、どうなったのかお聞

かせください。 

4月以降に使われる歴史の教科書に、竹島について、現在は韓国が不法に

占拠しているとの一文がありました。これでは韓国籍の子どもがいた場合、

自分の故郷を言いづらくなることが想像できますが、いかがでしょうか？ 

 

昨年の審議会を受けまして、数の把握はさせていただきました。しかし

報告はできておりません。現在手元に資料がないため報告はできません。 

 

次回の審議会時に報告をお願いします。 

 

この問題は在日コリアンだけでなく、中国人など他国の人にも関わる問

題ですので、それぞれの国籍ごとに本名の使用率をお調べいただきたいと

思います。 

 

教科書の件につきましては、先生方にしっかりと認識していただいて子

ども達がちゃんと歴史認識が出来るように取組みたいと思います。 

 

事務局から差別事象の報告をお願いします。 

 

差別事象について報告 

 

本日の審議会を終了いたします。 

最後に副会長からまとめの挨拶をお願いします。 

 

被差別の立場にとって、いない事にされるのが非常につらいです。ＬＧ

ＢＴの方に関していてもいて当然の社会にしてほしいです。 

そういう方々にとって不愉快な発言をなくすことが、その一歩となると思

います。 

 

次回の審議会は 3月開催予定です。 

 

本日はありがとうございました。 

 


